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. は じ め に

チタン(Ti)ならびに Ti 合金は，優れた力学特性や耐腐食

性を有する夢の金属材料である．Ti は，地殻中で 9 番目に

豊富に存在する元素であるため，建築物やインフラ，民生品

など幅広い分野で需要が高まっている．

Ti は酸素(O)と極めて高い反応性を示すため，Ti の酸化

物鉱石から直接金属の Ti を生産することは困難である．現

在，金属の Ti はクロール法と呼ばれる塩化物製錬法を用い

て生産されている．しかし，クロール法の生産性は著しく低

く，プロセスコストが高いため，金属 Ti を安価に量産する

ことはできない．その結果 Ti は価格の高いレアメタルとし

て，限られた分野でしか利用されていない．また，製造過程

で大量の二酸化炭素(CO2)が発生する．Ti 製造のコストや

環境負荷を下げるために，Ti 鉱石から金属 Ti を効率的に製

造する新しいプロセスが求められている．

以上の課題を踏まえて著者らは，溶融した Ti から酸素濃

度の低い Ti を直接製造する新技術を開発した(1)．本新技術

により，希土類金属のオキシハライド生成反応を用いること

で，溶融 Ti 中の酸素濃度を 200 mass ppm(0.02 mass)ま

で低減できるようになる．本技術を応用することで，これま

で不可能だと考えられていた「Ti の直接製・精錬」や「Ti

のアップグレード・リサイクル」が可能となる．本報告で

は，新技術の概要や意義，将来性について紹介する．

. 溶融したチタンから酸素濃度の低いチタンを直

接製造する新技術

 熱力学的原理

Ti の高速大量生産を実現するには，溶融した Ti を処理し

て，酸素との分離を行うプロセスが望ましい．しかし，溶融

Ti は酸素との反応性が極めて高く，酸素を除去(脱酸)する

ことが技術的に困難であった．

本技術では，希土類金属の脱酸能力とそのオキシハライド

生成反応に着目した．Ti の融点 1941 K(1668 °C)以上の温

度において，溶融 Ti の脱酸剤として希土類金属(RE)を，反

応助剤(フラックス)として希土類金属のハロゲン化物

(REX3)を用いる．この場合反応式( 1 )に示されるように，

脱酸生成物として希土類金属のオキシハライド(REOX)を生

成する，従来にない脱酸原理となる．

O(in Ti(l))＋2/3 RE(l)＋1/3 REX3(l)→REOX(s, l) ( 1 )

ここで，RE はイットリウム(Y)やランタン(La)，セリウム

(Ce)などの希土類金属を，X はフッ素(F)や塩素(Cl)などの

ハロゲンを表す．

本技術では，希土類金属の中でも特に優れた脱酸能力を示

す Y に着目した．フラックスとして，Ti の融点以上の高温

でも液体として安定に存在するフッ化物(YF3)の利用を考え

た．金属 Y の脱酸能力とイットリウムオキシフルオライド

(YOF)の生成反応を利用する Ti の脱酸反応は，以下の式

( 2 )のように示される．

O(in Ti(l))＋2/3 Y(l)＋1/3 YF3(l)→YOF(s, l) ( 2 )

図に，2000 K(1727°C)における YOF 系の等温化学ポ

テンシャル図を示す(1)(4)．図に，TiO 二元系状態図にお

ける各脱酸反応系による Ti 中の平衡酸素濃度を示す(1)(9)．

金属 Y と YF3 フラックス，YOF 脱酸生成物が共存する平衡

(Y/YOF/YF3 平衡)下では，Ti 融体中の不純物酸素を 100

1000 mass ppm(0.010.1 mass)レベルまで除去できるこ

とがわかる．図 2 にプロットした過去の実験研究結果と比

較しても，Y/YOF/YF3 平衡の脱酸能力が特に高いことがわ
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図 1 2000 K(1727 °C)における YOF 系の等温化学ポテン

シャル図(1)(4)．

図 2 TiO 二元系状態図にプロットした様々な脱酸反応系に

おける Ti 中の平衡酸素濃度(1)(9)．

図 3 新技術により製造した高純度 Ti 試料(酸素濃度約 200

mass ppm(0.02 mass))の側面図(左)と上面図(右)(1)．

 　　　　　　新技術・新製品

かる．

以上のように，希土類金属の脱酸能力と希土類金属オキシ

ハライドの生成反応を利用すれば，溶融 Ti から酸素を，十

分に低い濃度まで直接除去できる可能性が示された．しか

し，高温における希土類金属オキシハライドの熱力学的な安

定性には不明点が多く，上記の計算予測は大きな不確かさを

有する．そこで，溶融 Ti の脱酸実験を実施し本技術の有効

性および脱酸限界を調査した．なお，イットリウムオキシハ

ライド(YxOyFz)生成反応を利用した溶融 Ti の脱酸に関する

熱力学的解析の詳細については，著者らの最近の論文を参照

されたい(10)．

 方 法(1)

Ti の溶解には，高周波誘導加熱装置の一種であるコール

ドクルーシブル誘導溶解炉を使用した．水冷銅(Cu)るつぼ

内に，Ti の棒材や管材(初期酸素濃度約 1000 mass ppm

(0.1 mass))350 g と Y 塊 265 g，YF3 粉末 110 g を装入

した．一部の実験では，溶融 Ti 中の初期酸素濃度を 10000

mass ppm(1 mass)まで上げるために，酸化チタン(TiO2)

粉末 9 g も合わせて装入した．

金属試料を 500 Torr のアルゴン(Ar)雰囲気下で誘導加熱

により溶解した．試料が全て溶解したことを目視で確認して

から10～20分保持した．所定時間経過後，炉の出力を下げ

て空冷し炉から試料を取り出した．

 結 果(1)

一 部 の 実 験 で は ， 110 230 mass ppm ( 0.011 0.023

mass)の極めて酸素濃度の低い金属試料が得られた(図

)．試料の全領域において，酸素濃度は 200 mass ppm(0.02

mass)まで低下しており，熱力学的予測と一致する結果で

あった．本技術により，工業的な塩化物製錬法で得られる金

属 Ti よりも低酸素濃度の Ti が得られたことは，特筆すべ

き結果である．金属試料の周囲に存在していたフラックス中

には，イットリウムオキシフロライド(YxOyFz)の生成が確

認され，YxOyFz 生成反応により低酸素濃度まで脱酸が進行

したと考えられる．

また，Y 添加量を抑え，金属試料中の Y 濃度が 1 mass

以下と低い場合も，約 600 mass ppm(0.06 mass)の低酸素

濃度の金属試料が得られた．このように脱酸した Ti への Y

の混入を最低限に抑えつつ，1000 mass ppm(0.1 mass)以

下の低濃度まで酸素を除去できることが明らかとなった．

さらに，TiO2 を加えて，Ti 中の初期酸素濃度を 10000

mass ppm(1 mass)とした場合にも，本技術により約 1000

mass ppm(0.1 mass)まで酸素が除去された．また，La や

Ce を脱酸剤として用いた場合にも，低酸素濃度の Ti を得ら

れることが確認された．

一連の実験結果は，本技術が TiO2 から直接金属 Ti を製

造する新製錬法に応用できることを示している．

. まとめと今後の展望

本技術により，溶融した Ti から，200 mass ppm(0.02

mass)以下の低濃度まで不純物酸素を直接除去し，高純度

の Ti を製造できる．図に，本技術により実現される Ti

の直接製・精錬プロセスの概略図を示す(1)．新プロセスでは

まず，アルミニウム(Al)やマグネシウム(Mg)のスクラップ

により TiO2 を還元することで，実質的に CO2 を発生させず
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図 4 Ti 鉱石から金属 Ti や Ti 合金を製造する新プロセスの

概念図(1)．本新技術を用いれば，Ti 鉱石や Ti スクラッ

プから直接，低酸素濃度の Ti を製造できる．
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に高酸素濃度の Ti 合金を製造する．次に，得られた高酸素

濃度 Ti 合金の融体を本技術により脱酸して，極低酸素濃度

の Ti または Ti 合金を製造する．得られた低酸素濃度の Ti

または Ti 合金の融体は，直接インゴット状に鋳造すること

ができる．このように，現行の塩化製錬法を用いずに TiO2

原料から低酸素濃度の Ti を直接製造する革新的製錬法を設

計できる．

また，新技術を利用することで，不純物酸素を多量に含む

Ti スクラップから低酸素濃度の Ti を製造できる．Ti イン

ゴットの切削工程で発生するスクラップや，使用済みの製品

に由来する Ti スクラップをアップグレード・リサイクルす

ることで，Ti 製錬における CO2 の排出量を大幅に削減する

ことも可能である．スクラップのリサイクルは，鉱石から金

属を製造する工程に比べてコストが低いだけでなく，環境へ

の負荷も小さいため，今後一層重要な技術となる．

本技術で利用する Y, La, Ce は，電気自動車などのモータ

ー用磁石に用いられるネオジム(Nd)やジスプロシウム(Dy)

といった希土類金属の「副産物」として多量に生産されてい

る．これら「副産物の希土類金属」は，高性能磁石の需要の

急激な増大に伴い供給が過剰となっている．これらの余剰な

希土類金属を，Ti の製造やリサイクルに利用することは，

資源の有効利用という観点においても画期的な提案である．

今後，航空機の生産量増加に伴い，Ti の需要量がますま

す増加することが予想される．また，Apple 社製スマートフ

ォンの筐体など，民生品への Ti の利用量も増加している．

本技術が発展し，資源的に豊富な Ti 鉱石から，直接，高純

度の金属 Ti を製造することができれば，Ti の生産コストが

劇的に低下し Ti の大量生産が可能となる．その結果，レア

メタルである Ti がコモンメタル・ベースメタルに姿を変え，

Ti 製品が爆発的に普及する将来が期待される．

. 特 許

本技術に関して既に特許出願を行っている．以下に詳細を
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